
小樽市子ども・子育て支援事業計画の進捗状況（平成２８年度実績）　　　　【平成28年度　地域子ども・子育て支援事業　事業評価一覧】

No. 事業名 事業概要 事業目的（目標） 平成28年度事業評価（改善等） 評価
子ども・子

育て会議に
おける評価

事業
計画書 所管課

こども育成課

　前年度より引き続き市役所子育て支援課（現 こども育成課）窓口に専任職員（利用者支援相談員）を配置
したことにより、子ども又は保護者の身近な場所において保護者の様々な状況に合わせたサービスの情報
提供をし、相談に対する助言等を行うことができた。また、保護者からの多様な相談に対応できるよう、利用
者支援相談員が発達障害等の研修会に参加し知識を深めた結果、更に保護者のニーズに合わせて対応す
ることができた。

A

地域子育て支援拠点事業 　乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子
育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事
業

　地域子育て拠点施設や子育て支援ボランティアなどと連携を図りな
がら、子育て家庭が孤立しないよう地域で支える取組を進める。また、
利用者のニーズの把握に努め、情報化社会の中での周知方法を検討
しながら情報発信を行い、積極的な参加を呼びかける。

こども育成課

1

利用者支援事業 　子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地
域の子育て支援事業等の情報提供を行い、必要に応じてそれ
らの相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実
施する事業

　個々の家庭状況に則した適切なサービス利用が円滑に図られるよう
相談・助言や関係機関との連絡調整を実施する。

p.212

　子育て支援センター「げんき」「風の子」「あそぼ」では、開放事業のほか子育て講座、出向き事業などを実
施したほか、つどいの広場事業の「わくわく広場」においても開放事業や子育て講座を実施し、親子の交流
のほか保護者同士又は子ども同士の交流の場を提供した。参加者の状況を把握し、平成29年度において、
事業回数の拡大を計画した。子育て支援事業における育児相談件数が若干増えているが、相談しやすい環
境づくりや関係性が築けていると評価している。一方で、施設を利用していない親子に対し、孤立を防ぐ観点
からも各施設の情報発信を引き続き実施していく必要がある。
　そのほか、今後の事業展開の参考のため、各施設を利用している保護者を対象に、各事業への要望や感
想などのアンケートを実施し、利用者のニーズの把握に努めた。

A

p.21

　需要量見込みに対して実績額は出生数の減少に伴い、対象者数、健診回数ともに減少しているが、活動
指標、成果指標ともほぼ見込と差は無く、概ね達成されていると考える。今後も周知強化など受診数向上の
ために引き続き取り組む。 A3

妊婦健康診査事業 　妊婦の健康の保持増進及び経済的負担の軽減のために、国
の妊婦健康診査の基準に基づく妊婦健康診査を医療機関にお
いて実施し、その費用を公費負担する事業（検査項目①健康状
態の把握、②検査計測、③保健指導、④妊娠期間中の適時に
必要に応じた医学的検査）

　出産費用の軽減及び安心して出産できる環境整備を図るとともに、
妊娠期を安全に経過できるよう、妊婦及び胎児の状態を確認し、異常
の早期発見に資するものである。 p.22 保健総務課

5

養育支援訪問事業及び要保
護児童対策地域協議会その
他の者による要保護児童等
に対する支援に資する事業

・養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養
育に関する指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養
育の実施を確保する事業
・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児
童等の支援に資する事業）
・要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）
の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成員
（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を
図る取組を実施する事業

　子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭や、様々な原因で養育
支援が必要となっている家庭に対して、子育て経験者等による育児・
家事の援助又は保健師等による具体的な養育に関する指導助言等を
訪問により実施することにより、個々の家庭の抱える養育上の諸問題
の解決、軽減を図る。

　本事業は乳幼児全戸訪問事業などを通し、養育支援が必要と思われる家庭に対し保健師による訪問指導
及び家事援助等が必要な場合、ヘルパーを派遣する事業であり、平成２８年度より事業を開始した。
　平成２８年度はヘルパー派遣の対象となる世帯は無かったが、引き続き保健所と連携し対象世帯の把握
や、必要時にヘルパーを派遣できる体制を維持する必要がある。

B

健康増進課

　実施率は昨年と同様に高率を維持している。
　拒否等で訪問に至らなかった家庭については、電話連絡による状況の確認及び乳児健診の結果等から状
況把握を行い、必要な場合は継続支援につなげている。
　事業担当者の資質向上を目指し、虐待防止に向けた医療と地域の連携について研修会を実施した。
　今後とも全家庭を対象に訪問を行い、育児支援の実施に努めていく。

A p.22

p.23 こども福祉課

4

乳児家庭全戸訪問事業 　生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を保健師などが訪問
し、子育てに関する情報提供、乳児及びその保護者の心身の
状況、養育環境等の把握を行うほか、育児相談に応じ、助言そ
の他の援助支援を行う事業

　出産後、早期に家庭訪問を実施することにより、育児の相談、助言を
行い子育ての孤立化を防ぐとともに、支援が必要な家庭に対しては適
切なサービス提供に結びつけることにより、地域の中で子どもが健や
かに成長できる環境整備を図る。

p.24
～25

こども育成課

p.24 こども育成課

6

子育て短期支援事業（ｼｮｰﾄｽ
ﾃｲ・ﾄﾜｲﾗｲﾄｽﾃｲ）

　保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けること
が一時的に困難となった児童について、児童養護施設等に入
所させ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業（ショー
トステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ事業））

　家庭で児童を養育することが一時的に困難となった場合に、児童擁
護施設その他の保護を適切に行うことができる施設において一定期
間、養育・保護を行うことにより、児童や家庭の福祉の向上を図る。

　平成28年度においても提供会員養成講習会（6日間、24.5時間）を6月と11月の2回開催し、12名が修了し新
たに提供会員として登録されたものの、高齢や世帯事情などにより退会する提供会員もいるため、増員には
至らなかった。
　援助の利用件数は770件で、内訳としては保育所・幼稚園の帰宅後の預かりが最も多く、保育所・幼稚園
の登園前の預かり及び送りも前年度を上回る利用件数となり、量の見込みを上回ったものの、援助依頼に
対する援助活動の連絡・調整は適切に実施できており、事業目的を達成した。様々な依頼内容にも、世帯の
状況に配慮し丁寧な対応、調整を行った。

A

　一般型については市内３か所の保育所で実施し、幼稚園型については市内１か所の幼稚園で実施するこ
とにより、緊急・一時的な保育を必要とする保護者の希望に対応することができた。
　幼稚園型の一時預かり事業を実施するための職員を確保できずに平成２８年度の実施を見送った幼稚
園、認定こども園については、いずれも私学助成制度の預かり保育を実施したため、施設を利用する保護者
のニーズには、一定程度対応することができた。

B

7

子育て援助活動支援事業（ﾌｧ
ﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業）

　乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員
として、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当該
援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡及
び調整等を行う事業

　より円滑な援助活動が行えるように会員相互の連絡、調整を行う。子
育て中の家庭に本事業の周知を図っていくとともに、保護者の希望に
沿った援助活動が行えるよう提供会員の確保に努める。

　本事業は子ども子育て支援法に位置づけられる事業であり、子育て世帯の支援のため、事業の早期開始
を求められているところである。
　道内においても多くの自治体で実施済みであるため、本市も事業開始に向けて他都市の事業内容等を調
査、平成２９年度予算措置を行った。

p.23 こども福祉課

10

病児（病後児）保育事業 　病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等
において、看護師等が一時的に保育等する事業

　感染症の発症等により一時的に保育所等を利用できない病児につい
て、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等
が一時的に保育等することにより、就労する保護者等のニーズに対応
する。

こども育成課

8

一時預かり事業 　家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼
児について、主として昼間に、認定こども園、幼稚園、保育所、
地域子育て支援拠点その他の場所で、一時的に預かり、必要
な保護を行う事業

　保育所において一時的に保育を必要とする児童などを預かることに
より、保護者の育児負担を軽減する。また、幼稚園、認定こども園にお
いても通常の教育時間以後や土曜日、長期休業期間などに預かり保
育を希望する児童を対象に実施することにより、保護者の育児負担を
軽減する。

　保育必要量が短時間認定となる児童のための延長保育事業については、保育所、認定こども園及び小規
模保育事業所にて合計２３か所において事業を実施した。
　また、開所時間を午後７時まで延長する延長保育事業については、前年度から実施している保育所、認定
こども園合計１０か所において、引き続き事業を実施しながら利用者のニーズに合わせた事業体制の検討を
行った。 A9

時間外保育（延長保育）事業 　保育認定を受けた子どもについて、保育所の開所時間又は日
中の利用時間帯（保育短時間）を越えて、認定こども園、保育所
等において保育を実施する事業

　保育所、認定こども園の開所時間を延長して保育認定を受けた子ど
もを保育することにより、保護者の多様な就労形態や超過勤務に対応
し、仕事と子育ての両立を支援する。

こども育成課

p.26
こども育成課
生涯学習課
勤労女性センター

　昨年度は、代替策としてファミリーサポートセンター事業で病児（病後児）保育需要の一部を担っているとし
て、平成27年度の事業評価を「C」としたが、病児（病後児）保育事業とファミリーサポートセンター事業は別事
業であり、平成28年度の事業評価は、事業未着手であるため斜線で表記した。

p.25

　小学校の再編により、平成28年度に新設された手宮中央小学校においても放課後児童クラブを開設し、児
童の受入れを行った。全体として、小学校内17か所と勤労女性センター、塩谷児童センターの計19か所で開
設し、児童の安全・安心な居場所の確保に努めた。実績としては、低学年が量の見込みより多く、高学年が
少なかったものの、年間を通して待機児童は生じず、入会申込児童全員を受入れできたことから、当該年度
における目標は達成したと考える。
　また、共働き家庭等の児童に限らず、全ての児童が放課後等における多様な体験・活動を行う総合的な放
課後対策として国が示した「放課後子ども総合プラン」の実施については、小学校の余裕教室等の活用や、
放課後児童クラブ及び放課後子供教室の整備などの課題を引き続き研究していく必要がある。

A

※「評価」欄の評価基準
　　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。　　　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

11

放課後児童健全育成事業 　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、授業
の終了後、小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊
びの場及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業

　保護者が安心して就労などができるよう放課後の児童の安全・安心
な居場所を確保し、適切な遊びや生活を通して児童の健全な育成を図
ることを目指す。

p.25

資料 １－２



小樽市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業の進捗状況【平成28年度】

事業費（円）
平成27年度

決算
平成28年度

予算
平成28年度

決算
平成29年度

予算
平成30年度

予算
平成31年度

予算

1,651,370 1,700,000 1,673,792 1,664,000

国庫支出金 548,000 566,000 557,000 554,000

道支出金 548,000 566,000 557,000 554,000

その他

555,370 568,000 559,792 556,000

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

か所 1 1 1 1 1

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

件 176 258 200 200 200

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

1 1 1 1 1

★事業計画策定済み★ 1 1 1 1 1

1 1

A A

A

＜確保方策＞
事業計画から抜粋

◆平成28年度の事業評価（達成度の評価・成果・課題等）

◆平成29年度の目標（上記の事業評価を踏まえた、対処方法など）

活動指標（A)
（目的を達成するた
めに実施した事業
量を数値で表示）

指標名

実施か所数

実施箇所数

　各種研修会等に利用者支援相談員を派遣し、利用者支援相談員としての知識を高め、保護者の相談内容に合わせた適切な助言や提案を行い、個々の
家庭状況に則したサービス利用が円滑に図られるようにする。また、さらなる利用拡大を図るため、新たに市ホームページに利用者支援事業の内容を掲
載し、保護者へ利用者支援事業の存在を広く広報する。

需要量の見込み（か所）

実績（か所）

確保方策（か所）

　子どもの保護者からの「子ども・子育て支援新制度」移行に伴う教育・保育サービスの制度改正に関する照会や、教育・保育施設、
地域子育て支援事業などの利用に関する相談に応じるとともに、個々の家庭状況に則した適切なサービス利用が円滑に図られるよう
本市（子育て支援課、現 こども育成課）に専任の相談員１名を配置します。

小樽市子ども・子育て会議における事業評価

事業実施者による事業評価

【事業評価】
　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　 　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。
　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

一般財源

事業目的
（目指すべき目標）

実施内容
（具体的な実施方
法・手段）

　子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供を行い、必要に応じてそれらの相
談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業

　個々の家庭状況に則した適切なサービス利用が円滑に図られるよう相談・助言や関係機関との連絡調整を実施する。

　専任の相談員を１名配置する。

事業概要

　１　利用者支援事業

事業費

特
定
財
源

　前年度より引き続き市役所子育て支援課（現 こども育成課）窓口に専任職員（利用者支援相談員）を配置したことにより、子ども又は保護者の身近な場
所において保護者の様々な状況に合わせたサービスの情報提供をし、相談に対する助言等を行うことができた。また、保護者からの多様な相談に対応で
きるよう、利用者支援相談員が発達障害等の研修会に参加し知識を深めた結果、更に保護者のニーズに合わせて対応することができた。

指標名

相談件数

（A)(B)を考慮した需要量
（指標）の設定及び確保
方策、実績を数値で表示

成果指標（B)
（目的の達成度を
測定できる指標を
設定し数値で表示）

需要量（指標）

【特記事項】

【特記事項】 同一人物の複数の相談に対し助言等行ったものは、それぞれの相談内容を１件と数えている。

1



小樽市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業の進捗状況【平成28年度】

事業費（円）
平成27年度

決算
平成28年度

予算
平成28年度

決算
平成29年度

予算
平成30年度

予算
平成31年度

予算

10,158,403 11,267,000 9,784,652 11,747,000

国庫支出金 9,871,000 8,677,000 9,770,000 10,404,000

道支出金 9,871,000 8,677,000 9,696,000 10,404,000

その他

△ 9,583,597 △ 6,087,000 △ 9,681,348 △ 9,061,000

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

回 564 557 564 564 564

回 106 105 106 106 106

回 114 122 114 114 114

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

組 6,122 5,279 5,904 5,797 5,693

組 1,035 1,115 998 980 962

組 667 790 643 632 620

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

★事業計画策定済み★ 480（5,760） 470（5,640） 460（5,520） 450（5,400） 440（5,280）

500（6,000） 500（6,000） 500（6,000） 500（6,000） 500（6,000）

652（7,824） 599（7,184）

A A

A

＜確保方策＞
事業計画から抜粋

◆平成28年度の事業評価（達成度の評価・成果・課題等）

◆平成29年度の目標（上記の事業評価を踏まえた、対処方法など）

【事業評価】
　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　 　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。
　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

事業実施者による事業評価

小樽市子ども・子育て会議における事業評価

　平成28年度の事業を引き続き実施し、親子の交流や情報交換の場を提供していくと共に、各事業の情報発信も引き続き行う。利用者を対象に実施した
アンケートを参考に利用者のニーズに対応する事業の実施など今後の事業展開への反映を検討する。

需要量の見込み（カッコ内は年）（人）

確保方策（　　同上　　）　（人）

実績（　　同上　　）　　　　（人）

　本市においては、「市立保育所の規模・配置に関する計画」（平成22年12月策定）で、総合的な子育て支援の核としての役割を担う
拠点施設として、銭函保育所（支援センター：あそぼ）、奥沢保育所（支援センター：げんき）、赤岩保育所（支援センター：風の子）の3
か所の施設が、位置付けされています。今後も、市の関係機関のほか、「わくわく広場」など子育て支援にかかわる市内事業者やボ
ランティア活動していただいている市民の皆さんなどと連携を図りつつ、地域から子育て家庭を支える取組を進めていきます。
　また、利用者のニーズの把握に努め、情報化社会の中での周知方法や、子育てに資するサービス事業の在り方を検討しながら、
取り組みます。

　子育て支援センター「げんき」「風の子」「あそぼ」では、開放事業のほか子育て講座、出向き事業などを実施したほか、つどいの広場事業の「わくわく広
場」においても開放事業や子育て講座を実施し、親子の交流のほか保護者同士又は子ども同士の交流の場を提供した。参加者の状況を把握し、平成29
年度において、事業回数の拡大を計画した。子育て支援事業における育児相談件数が若干増えているが、相談しやすい環境づくりや関係性が築けてい
ると評価している。一方で、施設を利用していない親子に対し、孤立を防ぐ観点からも各施設の情報発信を引き続き実施していく必要がある。
　そのほか、今後の事業展開の参考のため、各施設を利用している保護者を対象に、各事業への要望や感想などのアンケートを実施し、利用者のニー
ズの把握に努めた。

その他事業参加組数

【特記事項】
出向き事業：「げんきがまちにやってくる！」など支援センター以外の場所で実施する事業
その他事業：子育て講座や育児教室など定員制で事前申込の事業

月：延べ利用人数　　（※保護者）（A)(B)を考慮した需要量
（指標）の設定及び確保
方策、実績を数値で表示

需要量（指標）

一般財源

指標名

出向き事業実施回数

その他事業実施回数

【特記事項】

※国庫補助金及び道補助金は、地域子育て支援センターの正規職員の給与・手当等の経費も含むため、一般財源にマイナスが生
じているもの。

実施内容
（具体的な実施方
法・手段）

　市内３つの地域子育て支援センターやわくわく広場の開放事業のほか、町内会館など地域に出向いて子育て支援事業等を実施
し、親子の交流や保護者同士の情報交換、仲間づくりの場を提供する。様々な形態の情報提供をすべく、広報おたるや子育て支援
ニュースのほか、市ホームページや市フェイスブックを活用し最新の情報を提供する。

事業費

特
定
財
源

　２　地域子育て支援拠点事業

事業概要 　乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業

事業目的
（目指すべき目標）

　地域子育て拠点施設や子育て支援ボランティアなどと連携を図りながら、子育て家庭が孤立しないよう地域で支える取組を進め
る。また、利用者のニーズの把握に努め、情報化社会の中での周知方法を検討しながら情報発信を行い、積極的な参加を呼びかけ
る。

開放事業参加組数

活動指標（A)
（目的を達成するた
めに実施した事業
量を数値で表示）

成果指標（B)
（目的の達成度を
測定できる指標を
設定し数値で表示）

開放事業実施回数

出向き事業：「げんきがまちにやってくる！」など支援センター以外の場所で実施する事業
その他事業：子育て講座や育児教室など定員制で事前申込の事業

指標名

出向き事業参加組数

2



小樽市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業の進捗状況【平成28年度】

事業費（円）
平成27年度

決算
平成28年度

予算
平成28年度

決算
平成29年度

予算
平成30年度

予算
平成31年度

予算

47,891,950 50,928,000 40,365,778 42,374,700

国庫支出金

道支出金

その他

47,891,950 50,928,000 40,365,778 42,374,700

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

部 574 555 554 544 535

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

回 12 11 12 12 12

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

672 661 649 637 626

★事業計画策定済み★ 7,728 7,602 7,464 7,326 7,199

実施場所：医療機関
検査項目：国の基準

実施場所：医療機関
検査項目：国の基準

実施場所：医療機関
検査項目：国の基準

実施場所：医療機関
検査項目：国の基準

実施場所：医療機関
検査項目：国の基準

対象者数（人） 574 555

健診回数（回） 6,931 6,075

A A

A

◆平成28年度の事業評価（達成度の評価・成果・課題等）

◆平成29年度の目標（上記の事業評価を踏まえた、対処方法など）

母子手帳交付件数

　３　妊婦健康診査事業

事業概要 　妊婦の健康の保持増進及び経済的負担の軽減のために、国の妊婦健康診査の基準に基づく妊婦健康診査を医療機関において
実施し、その費用を公費負担する事業（検査項目①健康状態の把握、②検査計測、③保健指導、④妊娠期間中の適時に必要に応
じた医学的検査）

事業目的
（目指すべき目標）

　出産費用の軽減及び安心して出産できる環境整備を図るとともに、妊娠期を安全に経過できるよう、妊婦及び胎児の状態を確認
し、異常の早期発見に資するものである。

実施内容
（具体的な実施方
法・手段）

　医療機関で受診する一般健康診査14回分及び超音波検査６回分の受診票を母子手帳交付時に配布し助成する。

事業費

特
定
財
源

一般財源

指標名
活動指標（A)
（目的を達成するた
めに実施した事業
量を数値で表示）

【特記事項】

指標名

1人当たりの受診件数

成果指標（B)
（目的の達成度を
測定できる指標を
設定し数値で表示）

【特記事項】 必ずしも対象者全てが、14回健診を受けるとは限らない（転出や早産など）ため、受診回数が14を下回る。

年：延べ健診回数（A)(B)を考慮した需要量
（指標）の設定及び確保
方策、実績を数値で表示

需要量（指標）

　需要量見込みに対して実績額は出生数の減少に伴い、対象者数、健診回数ともに減少しているが、活動指標、成果指標ともほぼ見込と差は無く、概ね
達成されていると考える。今後も周知強化など受診数向上のために引き続き取り組む。

　平成28年度の事業を引き続き実施し、母子手帳交付時など妊婦との面談の機会を利用し、妊婦健診の周知に努めていくとともに、国、道及び他の自治
体の動向を踏まえて対応していく。

需要量の見込み（人）

健診回数（回）

確保方策

実績

　妊婦の健康管理の向上並びに妊娠中の異常の早期発見及び適切な指導、処置等のため、妊婦一般健康診査14回分と超音波検
査6回分を公費負担としており、今後も、本事業を継続し、安心で健やかな妊娠・出産を支援します。

【事業評価】
　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　 　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。
　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

事業実施者による事業評価

小樽市子ども・子育て会議における事業評価

＜確保方策＞
事業計画から抜粋
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小樽市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業の進捗状況【平成28年度】

事業費（円）
平成27年度

決算
平成28年度

予算
平成28年度

決算
平成29年度

予算
平成30年度

予算
平成31年度

予算

3,314,018 3,600,000 2,657,300 3,300,000

国庫支出金 1,009,000 1,200,000 885,000 1,100,000

道支出金 1,009,000 1,200,000 885,000 1,100,000

その他

1,296,018 1,200,000 887,300 1,100,000

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

世帯 87 76 90 88 87

世帯 547 429 549 541 532

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

世帯 647 518 639 629 619

人 654 522 639 629 619

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

659 649 639 629 619

★事業計画策定済み★ 100 100 100 100 100

実施体制：保健師など
実施機関：小樽市

実施体制：保健師など
実施機関：小樽市

実施体制：保健師など
実施機関：小樽市

実施体制：保健師など
実施機関：小樽市

実施体制：保健師など
実施機関：小樽市

訪問人数（人） 641 509

実施率（％） 98 98

＜確保方策＞
事業計画から抜粋

A A

A

◆平成28年度の事業評価（達成度の評価・成果・課題等）

◆平成29年度の目標（上記の事業評価を踏まえた、対処方法など）

訪問家庭数
（保健師実施分）

　４　乳児家庭全戸訪問事業

事業概要 　生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を保健師などが訪問し、子育てに関する情報提供、乳児及びその保護者の心身の状
況、養育環境等の把握を行うほか、育児相談に応じ、助言その他の援助支援を行う事業

事業目的
（目指すべき目標）

　出産後、早期に家庭訪問を実施することにより、育児の相談、助言を行い子育ての孤立化を防ぐとともに、支援が必要な家庭に対
しては適切なサービス提供に結びつけることにより、地域の中で子どもが健やかに成長できる環境整備を図る。

実施内容
（具体的な実施方
法・手段）

　生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を保健師や助産師が訪問し、乳児の発達状況や保護者の心身の状況、養育状況等の
把握を行う中で、育児相談に応じたり、子育てに関する情報提供を行う。

事業費

特
定
財
源

一般財源

指標名
活動指標（A)
（目的を達成するた
めに実施した事業
量を数値で表示）

訪問家庭数
（助産師実施分）

【特記事項】
基本的には委託助産師が訪問を行うが、妊娠中から保健師が支援していた家庭や低体重児、医療機関等か
ら連絡を受け訪問後の継続支援が必要となる可能性が高い世帯については保健師が訪問を担当する。

指標名

対象家庭数

成果指標（B)
（目的の達成度を
測定できる指標を
設定し数値で表示）

対象者数

【特記事項】

年：延べ訪問人数（A)(B)を考慮した需要量
（指標）の設定及び確保
方策、実績を数値で表示

需要量（指標）

　実施率は昨年と同様に高率を維持している。
　拒否等で訪問に至らなかった家庭については、電話連絡による状況の確認及び乳児健診の結果等から状況把握を行い、必要な場合は継続支援につ
なげている。
　事業担当者の資質向上を目指し、虐待防止に向けた医療と地域の連携について研修会を実施した。
　今後とも全家庭を対象に訪問を行い、育児支援の実施に努めていく。

　平成29年度は、母の不安や抱えている問題を把握するためのアンケートを訪問時に実施することにより、より母親に寄り添った支援の実施につなげて
いく。

実績

需要量の見込み（人）

実施率（％）

確保方策

　育児等に関する不安や悩みの聴取、子育て支援に関する情報提供、要支援家庭に対するサービスの提供や関係機関との連絡調
整などを通して、乳児のいる家庭の地域からの孤立化を防ぎ、健全な育成環境の確保を図るため、本事業を継続します。
　訪問結果に応じた継続支援の取組や関係機関等との連携を図り、適切な支援に努めます。

【事業評価】
　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　 　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。
　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

事業実施者による事業評価

小樽市子ども・子育て会議における事業評価
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小樽市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業の進捗状況【平成28年度】

事業費（円）
平成27年度

決算
平成28年度

予算
平成28年度

決算
平成29年度

予算
平成30年度

予算
平成31年度

予算

420,000 10,205 150,000

国庫支出金 140,000 0 50,000

道支出金 140,000 0 50,000

その他

140,000 10,205 50,000 0 0

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

世帯 2 10 10 10

世帯 0 6 6 6

者 7 7 7 7

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

世帯 2 10 10 10

世帯 0 6 6 6

者 7 7 7 7

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

10 10 10 10 10

★事業計画策定済み★ 100 100 100 100 100

実施体制：現行体制で
対応しつつ、事業化に
向けた検討を進める

実施体制：保健師など
実施機関：小樽市 同左 同左 同左

2

＜確保方策＞
事業計画搭載

B

◆平成28年度の事業評価（達成度の評価・成果・課題等）

◆平成29年度の目標（上記の事業評価を踏まえた、対処方法など）

　５　養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対する支援に資する事業

事業実施者による事業評価

小樽市子ども・子育て会議における事業評価

　本事業は乳幼児全戸訪問事業などを通し、養育支援が必要と思われる家庭に対し保健師による訪問指導及び家事援助等が必要な場合、ヘルパーを
派遣する事業であり、平成２８年度より事業を開始した。
　平成２８年度はヘルパー派遣の対象となる世帯は無かったが、引き続き保健所と連携し対象世帯の把握や、必要時にヘルパーを派遣できる体制を維
持する必要がある。

育児・家事援助世帯

育児・家事援助
契約業者数

【特記事項】

指標名

専門的相談支援世帯

活動指標（A)
（目的を達成するた
めに実施した事業
量を数値で表示）

専門的相談支援世帯

事業概要 ・養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の
実施を確保する事業
・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支援に資する事業）
・要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機
関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業

　引き続き関係機関との連携を図り、虐待の発生予防、早期発見に努めていくとともに、より幅広く情報収集を行い、適宜ヘルパーの派遣について判断す
る。
　必要時にヘルパーを派遣できる体制を維持するため、訪問介護事業所との委託契約を締結する。

育児・家事援助世帯

育児・家事援助
契約業者数

【特記事項】

年:実訪問人数
需要量（指標）

（A)(B)を考慮した需要量
（指標）の設定及び確保
方策、実績を数値で表示

需要量の見込み（人）

実施率（％）

確保方策

実績

　子育て支援サービスを利用することが困難で、訪問による養育支援が必要な家庭に対し、適切な養育が行われるよう、保健師等が
訪問してきめ細かく指導、助言等を行います。
　中でも、児童虐待のリスクを抱える家庭については、要保護児童対策地域協議会のネットワークを活用し、未然防止に向けて早期
に関係機関と連携しながら支援の強化を図ります。

成果指標（B)
（目的の達成度を
測定できる指標を
設定し数値で表示）

【事業評価】
　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　 　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。
　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

一般財源

指標名

　子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭や、様々な原因で養育支援が必要となっている家庭に対して、子育て経験者等によ
る育児・家事の援助又は保健師等による具体的な養育に関する指導助言等を訪問により実施することにより、個々の家庭の抱える
養育上の諸問題の解決、軽減を図る。

実施内容
（具体的な実施方
法・手段）

　保健師の訪問指導、ヘルパー派遣による家事等の援助を実施する。

事業費

事業目的
（目指すべき目標）

特
定
財
源
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小樽市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業の進捗状況【平成28年度】

事業費（円）
平成27年度

決算
平成28年度

予算
平成28年度

決算
平成29年度

予算
平成30年度

予算
平成31年度

予算

316,000

国庫支出金 84,000

道支出金 84,000

その他

148,000

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

人 6 6 6

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

人 6 6 6

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

20 20 20 20 20

★事業計画策定済み★ 事業化について調査・
研究する

必要な場合は、実施体
制の確保を検討する 同左 同左 同左

◆平成28年度の事業評価（達成度の評価・成果・課題等）

◆平成29年度の目標（上記の事業評価を踏まえた、対処方法など）

一般財源

指標名

実施内容
（具体的な実施方
法・手段）

　児童養護施設等との委託契約により事業を実施する。

事業費

特
定
財
源

活動指標（A)
（目的を達成するた
めに実施した事業
量を数値で表示）

利用実人数

【特記事項】

指標名

６　子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ）

事業概要 　保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童について、児童養護施設等に入所さ
せ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ事業））

事業目的
（目指すべき目標）

　家庭で児童を養育することが一時的に困難となった場合に、児童擁護施設その他の保護を適切に行うことができる施設において
一定期間、養育・保護を行うことにより、児童や家庭の福祉の向上を図る。

利用実人数

成果指標（B)
（目的の達成度を
測定できる指標を
設定し数値で表示）

【特記事項】

年：実利用人数
需要量（指標）

（A)(B)を考慮した需要量
（指標）の設定及び確保
方策、実績を数値で表示

　事業の早期実施に向けて、児童養護施設との調整を行うとともに、委託契約を締結する。
　事業開始後は、市のホームページや広報誌等を活用し市民への周知を行う。

需要量の見込み（人）

確保方策

実績

　本事業に対するニーズの把握に努め、本市における事業の実施形態を研究します。実施施設については、児童養護施設等であ
るため、道内自治体の実施状況を把握し、養育・保護の必要性に応じた実施体制の確保を検討します。

　本事業は子ども子育て支援法に位置づけられる事業であり、子育て世帯の支援のため、事業の早期開始を求められているところである。
　道内においても多くの自治体で実施済みであるため、本市も事業開始に向けて他都市の事業内容等を調査、平成２９年度予算措置を行った。

【事業評価】
　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　 　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。
　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

事業実施者による事業評価

小樽市子ども・子育て会議における事業評価

＜確保方策＞
事業計画から抜粋
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小樽市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業の進捗状況【平成28年度】

平成27年度
決算

平成28年度
予算

平成28年度
決算

平成29年度
予算

平成30年度
予算

平成31年度
予算

6,057,656 6,224,000 6,109,501 6,224,000

国庫支出金 1,986,000 1,986,000 1,986,000 1,986,000

道支出金 1,786,000 1,986,000 1,786,000 1,986,000

その他

2,285,656 2,252,000 2,337,501 2,252,000

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

人 18 12 16 16 15

回 2 2 2 2 2

か所 109 127 109 109 109

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

人 137 137 169 185 200

人 32 29 32 32 32

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

740 740 740 740 740

740 740 740 740 740

587 770

A A

A

◆平成28年度の事業評価（達成度の評価・成果・課題等）

◆平成29年度の目標（上記の事業評価を踏まえた、対処方法など）

＜確保方策＞
事業計画から抜粋

　今後、より円滑な援助活動の推進及び提供会員の更なる増加に向けて、「提供会員養成講習会」開催などを継続しつつ、取り組み
ます。
　また、利用会員の利用状況や意識の把握に努め、利用者ニーズにできるだけ対応できるよう事業の在り方を必要に応じて、検討し
ます。

　平成28年度においても提供会員養成講習会（6日間、24.5時間）を6月と11月の2回開催し、12名が修了し新たに提供会員として登録されたものの、高齢
や世帯事情などにより退会する提供会員もいるため、増員には至らなかった。
　援助の利用件数は770件で、内訳としては保育所・幼稚園の帰宅後の預かりが最も多く、保育所・幼稚園の登園前の預かり及び送りも前年度を上回る
利用件数となり、量の見込みを上回ったものの、援助依頼に対する援助活動の連絡・調整は適切に実施できており、事業目的を達成した。様々な依頼内
容にも、世帯の状況に配慮し丁寧な対応、調整を行った。

　引き続き年2回の提供会員養成講習会を開催し、新たな提供会員の確保を行い、適切にコーディネートを実施できる体制を維持する。また、事業の周知
についても継続して行う。

確保方策（人）

実績（人）

【事業評価】
　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　 　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。
　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

事業実施者による事業評価

小樽市子ども・子育て会議における事業評価

【特記事項】 参考：平成28年度末の依頼会員（利用会員）335人

（A)(B)を考慮した需要量
（指標）の設定及び確保
方策、実績を数値で表示

★事業計画策定済み★

需要量（指標）
年：延べ利用人数

需要量の見込み（人）

提供会員養成講習
会開催数

チラシ設置依頼数

【特記事項】

成果指標（B)
（目的の達成度を
測定できる指標を
設定し数値で表示）

指標名

提供会員数
（年度末）

両方会員数
（年度末）

活動指標（A)
（目的を達成するた
めに実施した事業
量を数値で表示）

指標名

提供会員養成講習
会修了者数

　７　子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

事業概要 　乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当該援助
を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡及び調整等を行う事業

事業目的
（目指すべき目標）

　より円滑な援助活動が行えるように会員相互の連絡、調整を行う。子育て中の家庭に本事業の周知を図っていくとともに、保護者
の希望に沿った援助活動が行えるよう提供会員の確保に努める。

実施内容
（具体的な実施方
法・手段）

　市ホームページのほか、親子が利用する施設や公共施設等にチラシを設置するなど引き続き事業の周知を行う。また、親子が集う
イベント等にも参加し、制度の仕組みを直接説明するなどコミュニケーションを図りながら一層の周知に努める。提供会員について
は、年2回の講習会を継続して実施し、広報誌や新聞等を活用するほか、ボランティア活動を行っている現場に直接出向きＰＲを行
い、提供会員の確保に努める。

事業費（円）

事業費

特
定
財
源

一般財源
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小樽市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業の進捗状況【平成28年度】

平成27年度
決算

平成28年度
予算

平成28年度
決算

平成29年度
予算

平成30年度
予算

平成31年度
予算

5,362,150 13,269,000 7,778,768 16,767,000

国庫支出金 1,508,000 4,086,000 2,472,000 5,258,000

道支出金 1,508,000 4,086,000 2,472,000 5,258,000

その他

2,346,150 5,097,000 2,834,768 6,251,000

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

か所 0 1 4 4 4

か所 3 3 3 3 3

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

人 0 5,885 17,300 17,300 17,300

人 953 531 1,190 1,190 1,190

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

幼稚園（人） 32,200 31,600 31,000 30,400 29,800

保育所（人） 1,580 1,550 1,520 1,490 1,460

計 33,780 33,150 32,520 31,890 31,260

幼稚園（人） 32,200 32,200 32,200 32,200 32,200

保育所（人） 13,500 13,500 13,500 13,500 13,500

計 45,700 45,700 45,700 45,700 45,700

幼稚園（人） 0 5,885

保育所（人） 953 531

計 953 6,416

B B

B

◆平成28年度の事業評価（達成度の評価・成果・課題等）

◆平成29年度の目標（上記の事業評価を踏まえた、対処方法など）

　一般型については、保育所３か所で引き続き事業を実施し、幼稚園型については平成２８年度に実施した幼稚園が認定こども園に移行し引き続き事業を実
施し、より多くの保護者のニーズに合わせて緊急・一時的な保育を提供できるよう体制を維持する。
　幼稚園型については、施設の対応状況に合わせ、幼稚園に通園する児童の保護者のニーズに対応できるように事業を実施していく予定である。
　また、各類型における保護者の利用希望について注視する。

【事業評価】
　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　 　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。
　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

事業実施者による事業評価

小樽市子ども・子育て会議における事業評価

＜確保方策＞
事業計画から抜粋

　幼稚園での預かり保育は、通常の教育標準時間以後の時間や土曜日、長期休業期間などに預かり保育を希望する児童を対象として
実施されています。新制度移行後は、認定こども園及び新制度に移行する幼稚園を対象とする新たな一時預かり事業を国が創設するた
め、国の制度内容を踏まえ、本市においても、新たに幼稚園での預かり保育事業を取り組みます。
　保育所での一時的保育は、通常保育の対象とならない保護者の週２、３日程度の就労や、急病や入院などに伴う緊急・一時的な保育
又は保護者の育児に伴う心理的・肉体的負担の解消などのため、一時的に保育を必要とする児童を対象として実施しています。
　保護者の育児負担の軽減に資する事業でもあり、ニーズ動向に留意しながら、市全体の実施体制について検討します。

　一般型については市内３か所の保育所で実施し、幼稚園型については市内１か所の幼稚園で実施することにより、緊急・一時的な保育を必要とする保護者
の希望に対応することができた。
　幼稚園型の一時預かり事業を実施するための職員を確保できずに平成２８年度の実施を見送った幼稚園、認定こども園については、いずれも私学助成制
度の預かり保育を実施したため、施設を利用する保護者のニーズには、一定程度対応することができた。

【特記事項】

（A)(B)を考慮した需要量
（指標）の設定及び確保
方策、実績を数値で表
示

★事業計画策定済み★

需要量（指標）
年：延べ利用人数

需要量の
見込み

確保方策

実績

【特記事項】

成果指標（B)
（目的の達成度を
測定できる指標を
設定し数値で表
示）

指標名

延利用児童数
（幼稚園型）

延利用児童数
（一般型）

事業費（円）

事業費

特
定
財
源

一般財源

活動指標（A)
（目的を達成するた
めに実施した事業
量を数値で表示）

指標名

実施施設数
（幼稚園型）
実施施設数
（一般型）

実施内容
（具体的な実施方
法・手段）

　認定こども園、幼稚園においては幼稚園型、保育所においては一般型の一時預かり事業を実施する。

　８　一時預かり事業　

事業概要 　家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間に、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て
支援拠点その他の場所で、一時的に預かり、必要な保護を行う事業

事業目的
（目指すべき目標）

　保育所において一時的に保育を必要とする児童などを預かることにより、保護者の育児負担を軽減する。また、幼稚園、認定こども園
においても通常の教育時間以後や土曜日、長期休業期間などに預かり保育を希望する児童を対象に実施することにより、保護者の育児
負担を軽減する。
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小樽市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業の進捗状況【平成28年度】

平成27年度
決算

平成28年度
予算

平成28年度
決算

平成29年度
予算

平成30年度
予算

平成31年度
予算

3,123,464 14,807,000 4,474,917 9,495,000

国庫支出金 927,000 4,711,000 1,369,000 2,985,000

道支出金 927,000 4,711,000 1,369,000 2,985,000

その他

1,269,464 5,385,000 1,736,917 3,525,000

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

か所 33 33 35 35 35

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

人 16,016 16,762 18,220 18,220 18,220

人 577 539 656 656 656

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

440 430 420 410 400

550 550 550 550 550

577 539

A A

A

◆平成28年度の事業評価（達成度の評価・成果・課題等）

◆平成29年度の目標（上記の事業評価を踏まえた、対処方法など）

　短時間の延長保育事業については、認定こども園に移行した２か所を加え、合計２５か所において実施し、午後７時までの延長保育事業については小
規模保育事業所から認定こども園に移行した１か所を加え、合計１１か所において実施する。
　また、就労と子育ての両立をより図る事業として、平成２８年度実績及び利用者のニーズを踏まえながら、引き続き事業の実施体制について検討する。

【事業評価】
　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　 　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。
　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

事業実施者による事業評価

小樽市子ども・子育て会議における事業評価

＜確保方策＞
事業計画から抜粋

　本市の認可保育所においては、保護者の就労形態の多様化、超過勤務などに伴う保育需要に応えるため、開所時間を午後７時ま
で延長して保育を実施しているが、仕事と子育ての両立を図る事業として、今後も利用者ニーズを踏まえながら、市全体の実施体制
について検討します。

　保育必要量が短時間認定となる児童のための延長保育事業については、保育所、認定こども園及び小規模保育事業所にて合計２３か所において事業
を実施した。
　また、開所時間を午後７時まで延長する延長保育事業については、前年度から実施している保育所、認定こども園合計１０か所において、引き続き事業
を実施しながら利用者のニーズに合わせた事業体制の検討を行った。

【特記事項】 延長保育の利用を希望した児童については、全員利用することができている。

（A)(B)を考慮した需要量
（指標）の設定及び確保
方策、実績を数値で表示

★事業計画策定済み★

需要量（指標）
年：実利用人数

需要量の見込み（人）

確保方策（人）

実績（人）

【特記事項】

成果指標（B)
（目的の達成度を
測定できる指標を
設定し数値で表示）

指標名

延利用児童数

実利用児童数

事業費（円）

事業費

特
定
財
源

一般財源

活動指標（A)
（目的を達成するた
めに実施した事業
量を数値で表示）

指標名

実施施設数

実施内容
（具体的な実施方
法・手段）

　保育所、認定こども園等において開所時間を通常午後６時まで、最大午後７時まで延長して保育を実施する。

　９　時間外保育（延長保育）事業

事業概要 　保育認定を受けた子どもについて、保育所の開所時間又は日中の利用時間帯（保育短時間）を越えて、認定こども園、保育所等に
おいて保育を実施する事業

事業目的
（目指すべき目標）

　保育所、認定こども園の開所時間を延長して保育認定を受けた子どもを保育することにより、保護者の多様な就労形態や超過勤
務に対応し、仕事と子育ての両立を支援する。
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小樽市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業の進捗状況【平成28年度】

平成27年度
決算

平成28年度
予算

平成28年度
決算

平成29年度
予算

平成30年度
予算

平成31年度
予算

国庫支出金

道支出金

その他

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

か所

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

人

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

300 300 300 300 300

C

C

◆平成28年度の事業評価（達成度の評価・成果・課題等）

◆平成29年度の目標（上記の事業評価を踏まえた、対処方法など）

　引き続き、病児（病後児）保育事業の実施に向けて課題の整理を行い、事業の実施方法・実施時期等の検討を行う。

【事業評価】
　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　 　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。
　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

事業実施者による事業評価

小樽市子ども・子育て会議における事業評価

＜確保方策＞
事業計画から抜粋

　本市における病児（病後児）事業については、市内の小児科の医師が少ないこと、事業実施施設の整備には相応の財政負担を伴
うこと、運営に関する国の補助が低額であることなどが課題となっています。これらの課題に対する対応方策や保護者のニーズに対
応できる事業の在り方について引き続き検討します。

　昨年度は、代替策としてファミリーサポートセンター事業で病児（病後児）保育需要の一部を担っているとして、平成27年度の事業評価を「C」としたが、
病児（病後児）保育事業とファミリーサポートセンター事業は別事業であり、平成28年度の事業評価は、事業未着手であるため斜線で表記した。

（現状では、本事業を実施していないため、代替策で子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター事業）で病児（病後児）の預かりを行い、病児
（病後児）保育のニーズの一部を補っている。）

【特記事項】

（A)(B)を考慮した需要量
（指標）の設定及び確保
方策、実績を数値で表示

★事業計画策定済み★

需要量（指標）
年：延べ利用人数

需要量の見込み（人）

確保方策（人） 実施体制を検討し、条件整備が完了後、実施を判断する。

実績（人）

【特記事項】

成果指標（B)
（目的の達成度を
測定できる指標を
設定し数値で表
示）

指標名

延利用人数

事業費（円）

事業費

特
定
財
源

一般財源

活動指標（A)
（目的を達成するた
めに実施した事業
量を数値で表示）

指標名

実施施設数

実施内容
（具体的な実施方
法・手段）

　市内の小児科医師の人数、財政負担、国の補助額等の課題に対する対応方策や保護者ニーズに対応できる事業の在り方につい
て検討

　１０　病児（病後児）保育事業

事業概要 　病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保育等する事業

事業目的
（目指すべき目標）

　感染症の発症等により一時的に保育所等を利用できない病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、
看護師等が一時的に保育等することにより、就労する保護者等のニーズに対応する。
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小樽市子ども・子育て支援事業計画における地域子ども・子育て支援事業の進捗状況【平成28年度】

平成27年度
決算

平成28年度
予算

平成28年度
決算

平成29年度
予算

平成30年度
予算

平成31年度
予算

161,420,068 185,706,000 158,656,423 211,292,000

国庫支出金 42,462,000 45,222,000 48,621,000 51,984,000

道支出金 42,441,000 45,222,000 43,093,000 51,984,000

その他 23,543,000 25,188,000 25,566,000 26,688,000

52,974,068 70,074,000 41,376,423 80,636,000

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

か所 21 19 19 16 16

クラブ 28 27 27 25 25

単位
平成27年度

実績
平成28年度

実績
平成29年度

見込み
平成30年度

見込み
平成31年度

見込み

人 0 0 0 0 0

人 3 0 0 0 0

人 0 0 0 0 0

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

低学年（人） 590 580 570 560 550

高学年（人） 200 195 190 185 180

計 790 775 760 745 730

1,007 943 875 807 773

低学年（人） 706 743

高学年（人） 81 100

計 787 843 0 0 0

A A

A

◆平成28年度の事業評価（達成度の評価・成果・課題等）

◆平成29年度の目標（上記の事業評価を踏まえた、対処方法など）

　引き続き適切に運営し、児童の安全・安心な居場所の確保に努めるほか、放課後児童支援員の知識・技能の習得に必要な研修を受講し支援員の資質
向上にも努めていく。
　「放課後子ども総合プラン」については、適切かつ円滑な実施と、本市の実情に応じた効果的な放課後児童クラブ及び放課後子供教室の実施に関する
検討の場として、「運営委員会」の設置について研究を進める。

【事業評価】
　Ａ：事業目標を達成し、結果が得られた。今後この水準を維持する。　　　 　Ｂ：事業目標をある程度達成したが、今後の改善・検討を要する。
　Ｃ：事業目標を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

事業実施者による事業評価

小樽市子ども・子育て会議における事業評価

＜確保方策＞
事業計画から抜粋

　本市における放課後児童クラブ事業は、小学校3年生（特別支援学級等在籍児童は6年生まで）の児童を対象としていましたが、法
改正により、事業範囲が6年生までとなることから、改正趣旨に沿って、6年生までの受入れに努めます。今後の放課後児童クラブ事
業については、市の条例に基づき、運営を図るとともに、利用者ニーズの把握に努め、必要に応じて見直しを図ります。
　なお、国が新たに示した「放課後子ども総合プラン」についての研究を進めます。

　小学校の再編により、平成28年度に新設された手宮中央小学校においても放課後児童クラブを開設し、児童の受入れを行った。全体として、小学校内
17か所と勤労女性センター、塩谷児童センターの計19か所で開設し、児童の安全・安心な居場所の確保に努めた。実績としては、低学年が量の見込みよ
り多く、高学年が少なかったものの、年間を通して待機児童は生じず、入会申込児童全員を受入れできたことから、当該年度における目標は達成したと考
える。
　また、共働き家庭等の児童に限らず、全ての児童が放課後等における多様な体験・活動を行う総合的な放課後対策として国が示した「放課後子ども総
合プラン」の実施については、小学校の余裕教室等の活用や、放課後児童クラブ及び放課後子供教室の整備などの課題を引き続き研究していく必要が
ある。

【特記事項】

（A)(B)を考慮した需要量
（指標）の設定及び確保
方策、実績を数値で表示

★事業計画策定済み★

需要量（指標）
年：実利用人数

需要量の
見込み

確保方策

実績

【特記事項】
平成30年3月入船小学校・緑小学校・最上小学校を統合し、平成30年4月山の手小学校の開校が決定。平成30
年3月に天神小学校廃校。

成果指標（B)
（目的の達成度を
測定できる指標を
設定し数値で表示）

指標名

待機人数（年度当初）

待機人数（年度途中）

待機人数（年度末）

事業費（円）

事業費

特
定
財
源

一般財源

活動指標（A)
（目的を達成するた
めに実施した事業
量を数値で表示）

指標名

開設数

開設クラブ数

実施内容
（具体的な実施方
法・手段）

　学校内及び勤労女性センター、塩谷児童センター内で放課後児童クラブを引き続き開設し、入会を希望する児童の受入れに努め、
地域における子育て支援を実施する。

１１　放課後児童健全育成事業

事業概要 　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、授業の終了後、小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊びの場
及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業

事業目的
（目指すべき目標）

　保護者が安心して就労などができるよう放課後の児童の安全・安心な居場所を確保し、適切な遊びや生活を通して児童の健全な育
成を図ることを目指す。
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